【様式１】
受付番号（　　）

令和８年度手話の普及推進委託業務　企画提案応募申請書


　みだしのことについて、次のとおり応募します。

令和　　年　　月　　日

　沖縄県知事　　殿


【提出者】
法人名(※１)	

住所		

商号又は名称(※２)	

代表者名		


（※１）共同企業体の場合は、代表法人名を記載すること。
（※２）法人名と同じ場合は省略可

【連絡担当者】
所属・職・氏名　　

電話番号　　

メールアドレス　　




【構成員】（共同企業体で応募する場合のみ記入すること）
・
・
・


【様式２】

令和８年度手話の普及推進委託業務　企画提案書

	提案内容

	⑴　一般県民向け広報の実施
①　各種メディア等を活用した広報の実施

②　広報物の制作及び配布（発送）
ア　既存広報物の制作及び配布（発送）


③　手話コンテンツ（動画、画像）の制作
ア　動画について
イ　画像について


⑵　普及啓発イベント等の実施
①　９月23日「手話の国際言語デー」におけるブルーライトアップの実施

②　普及啓発イベントの実施


⑶　手話講座の開催


⑷　自主提案






※　企画提案書は20ページ程度とすること

【様式３】
会社概要
[bookmark: _Hlk158732573]※　共同企業体の場合は、構成員ごとに本様式を作成してください。
※　組織図を添付してください。
	会社名・代表者名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	円

	社員数
	人

	研究員数
	人

	関係会社
	

	主要加盟団体
	

	会社の主要業務：






	令和８年度における類似事業の受託状況（該当がない場合は記入不要）
※　事業名、事業主体、委託元、企画提案上限額を記入して下さい。





	主要
株主
	株主名
	持株割合

	
	
	％

	
	
	％

	
	
	％





【様式４】

積算書

令和８年　月　　日

　　沖縄県知事　　殿


法人名　
住　　　　所　
商号又は名称　
代表者名　　　　　　　　　　　　　㊞


業務名：令和８年度手話の普及推進委託業務　企画提案応募申請書

上記業務の経費について、以下のとおり積算見積申し上げます。


１　積算見積金額　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税含む）


２　積算内訳
※　仕様書を確認の上、別葉で積算内訳を作成すること。
※　任意様式可


（参考）項目例
	項　　目
	対   象
	摘　  要
	単価
	数量内訳
	小　計

	１　人件費
	主任研究員
	
	
	　　人×　　日
	

	２　謝金
	謝金
	
	
	人×時間×回
	

	
３　旅費

	主任研究員
	●●業務出張旅費
（沖縄～東京　1泊2日）
	
	
人
	

	
	主任研究員
	●●業務出張旅費
（東京～沖縄　1泊2日）
	
	
人
	

	４　需用費
	印刷製本費
	チラシ
	
	部
	

	５　使用料
	委員会
	会場借上料
	
	回
	

	６　一般管理費
（諸経費）
	
	
	
	
　　    ×　　％
	

	７　消費税
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	





【様式５】

委託業務のスケジュール

令和８年度手話の推進普及委託業務

※　契約期間中の業務スケジュールを記入して下さい。
（委託契約日を令和８年８月３日と仮定して作成してください。）



【様式６】

委託業務の執行体制

令和８年度手話の普及推進委託業務

※　委託業務の執行体制を記入して下さい。


【様式７】
受託実績書

・　過去２年間において、国・地方公共団体等の障害者福祉に関する事業を受託（完了したものに限る）したことがある場合、実績を最新のものから記載してください。（４件まで）
・　共同企業体の場合は、構成員ごとに作成してください。
・　本事業に配置する担当者が担当した事業についても別葉で作成すること。

	1
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	契約額（円）
	

	
	契約期間
	

	２
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	契約額（円）
	

	
	契約期間
	

	３
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	契約額（円）
	

	
	契約期間
	

	４
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	契約額（円）
	

	
	契約期間
	





【様式８】

令和　　年　　月　　日

沖 縄 県 知 事　  殿

法人名


住所


代表者名　　印



誓　　約　　書


私は、令和８年度手話の普及推進委託業務　応募要領５の応募資格の要件を全て満たしていることを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。また、応募資格に関して、警察等関係機関に対して照会することについても同意します。
